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イオン株式会社

グループ環境・社会貢献部
鈴木 裕章

温暖化防止宣言からエコプロジェクトへ
（地域を守る小売業としての役割）

シンポジウム「アジア低炭素発展への道」 御中
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イオンの概要
■設 立 １９２６年（大正１５年） （20１2年2月29日現在）
■売上高 ５兆2,061億円
■企業数 １８１社
■店舗数

総合スーパー ５９０
食品スーパー １，５３７
スーパーセンター ２９
ディスカウントストア １０５
ホームセンター １２４
コンビニエンス ４，１３８
専門店 ３，４２４
サービス １，３８４
金融 ４６０
その他 ４２０ 来店者400万人超／日
合 計 １２，２１１

１、イオンのご紹介
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＜削減の主な取組み＞

１．店舗での設備・仕組みによる削減

５０万トン

２．商品・物流における削減

５７万トン

３．お客さまとともに取り組む削減

３１万トン

４．不足分はＣＯ２排出権を購入

４７万トン

イオン温暖化防止宣言

２０１２年にＣＯ２排出量１８５万トンの削減 ※

（※２００６年度対比）

2011年度でＣＯ２削減目標を１年前倒しで達成
※2011年度実績208万トン削減



Corporate Citizenship

イオンサステナビリティ基本方針

サステナブル経営の４つの重要課題

１．低炭素社会の実現

２．生物多様性の保全

３．資源の有効活用

４．社会的課題への対応

私たちイオンは、「お客さまを原点に平和を追求し、人間を尊重し、

地域社会に貢献する」という基本理念のもと、多くのステークホル
ダーの皆さまとともに、持続可能な社会の実現を目指します。

取組みにあたっては、「低炭素社会の実現」、「生物多様性の保全」、
「資源の有効利用」、「社会的課題への対応」を柱とし、グローバルに
考え、それぞれの地域に根ざした活動を積極的に推進してまいります。

２、イオンサステナビリティ基本方針

（２０１１年制定）
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イオンのエコプロジェクト
（－長期エネルギー戦略－）

2012年8月28日公表
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BCP対応力向上・
スマートコミュニティ
推進太陽光＋

コージェネ自家発電設置
（地域の防災拠点）

空調で 18％ ↓
照明で 17％ ↓
冷ケースで10％↓
ｺﾝﾄﾛｰﾙで5％ ↓

へ ら そ う 作 戦
■ 使 用 エ ネ ル ギ ー の 削 減

（照明・冷ケース・空調）
■効率的なエネルギーの使用
（CEMS、BEMS、デマンドコント
ロー ラー）
■エネルギーを管理する従業員
（イオンディライト㈱、エネルギーアド
バイザー）

つ く ろ う 作 戦
■ 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
（太陽光、バイオマス、地熱、
風 力 、 そ の 他 ）
■蓄電

ま も ろ う 作 戦
■エネルギーの確保（自家発電）
■ 非 常 時 の 地 域 イ ン フ ラ

）

スマートコミュニティへの参画（生活インフラとして最大貢献）

ハードとソフトのグループシナジー

×
ビルメンテナンス

有資格者
延べ約26,000名

国内モール
店舗数 １１１

敷地面積1,000万㎡
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ステップ 1
省エネ実施

ステップ2
温室効果ガス

削減

ステップ3
クレジット創出

ステップ4
クレジット販売

省エネ実施からクレジット販売までの流れ


